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 アメリカ財務会計審議会（Financial Accounting Standard Board：以下、FASBという）が、
現在価値による測定属性について正式に言及したのは、1984年に公表した「財務会計諸概念に













① SFAS13 号（リースの会計処理） キャピタルリース資産および関連リース負債の計上 … 賃借人の追
加借入利子率 ② SFAS60号（保険会社の会計と報告） 保険契約者の将来給付金および繰延保険獲得費 … 
投資資産の長期期待収益率 ③ SFAS63号（放送業者の財務報告） ライセンス権利資産およびライセンス
債務 … 実効利子率 ④ SFAS87号（事業主による年金の会計処理） 累積給付債務と予測給付債務 … 実
効決済利子率 ⑤ SFAS106 号（事業主による年金以外の退職後給付の会計処理） 累積退職後給付債務、
予想退職後給付 … 実効決済利子率 ⑥ SFAS114 号（与信者による貸付金の減損の会計処理） 減損した
貸付金の純繰越額 … 当初実効利子率 ⑦ SFAS116号（受領した寄付および行なった寄付の会計処理） 受




スクに対応する利子率 … 目的：公正価値 以上 SFAC7号（[2002],（訳）483-488頁）－付録「会計測定に
おけるキャッシュ・フロー情報および現在価値の使用」－を参照のこと。 
3 北村([2000], 4頁)。 
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6 アメリカ会計学会が 1966年に公表した「基礎的会計理論（ASOBAT:A Statement of Basic Accounting 
Theory）では“会計の目的が利害関係者に対する有用な情報提供にある”ことが述べられている。 
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  ①現在価値測定による測定値は、資産（負債）の測定値として理想的なものである。 
  ②現在価値測定による測定値は、公正価値の代替値となる。 
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14 西澤([2005], 104-105頁)。 
15 事業価値を算出する方法にはその他、企業法、リアルオプション法、損益法等がある。西澤([2005], 112頁)。 
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 Parker([1968], p.61)によれば、1800 年代の半ばより、何人もの論者が生命保険協会から債














＊1：利子率別に利付き債券の現在価値を示した表。以上 小川・鎌田（[1991], 34頁）。 
＊2：ケインズの説く資本の限界効率。つまり、資本財を１単位追加したとき生ずると期待される収益総 
  額を現行の資本財の供給価格に等しくさせる最高割引率。以上 小川・鎌田（[1991], 157頁）。 
＊3：投資の現金流出額と将来の現金流入額の現在価値を等しくする利子率。以上 小川・鎌田（[1991], 135 
  頁）。 
 
 4.2 投資意思決定への適用の時代 
 1900 年（20 世紀）の初頭より、現在価値測定は企業の投資判断、すなわち主として設備投
資の可否にかかる意思決定に適用されてくる18。例えば、南西ウエスタン・ベル通信システム
















  るとする。以上、清水（[2001], 280頁）。 
＊5：利子を顧慮した固定資産の減価償却計算の一方法、実際には用いられていない。以上 小川・鎌田 
  （[1991], 248頁）。 


























                                                          
19 Parker([1968], p.63)によれば、このことは技術者でもあった Deventer が 1915 年に著した“The 
American Machinist”に述べられている。 
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  価値（正味現在価値）と呼び、それがプラスであれば投資は採算が取れると判断し、また、正味 





                                                          




22 オーストリアの経済学者、著書として“Recent Literature on Interest”（New York：Macmillan 1903）
がある。 
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25 Boulding([1936], pp.440-442)は、「…最も重要な定義は、当初の積極的な支払額 M、と１年後の消極的
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26 投資の意思決定に現在価値計算が早期に適用されたのは 1907-08 年、南アフリカの縫製業、
Witwatersrand Gold Industryにおいて、投資した資本の利益率の測定を試みた時であった。その後、1923
年、1935 年、1967 年に同様な問題が調査されたが、そこでは、資本の利益率にかえて内部利益率が利用
されている。以上 Parker([1968], pp67-68)。 
27 現在価値法と内部利益率法を総称して DCF（Discounted Cash Flow）法ともいう。以上、岡本([2000], 
756頁)。 
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るが、当該議論は 1990年公表の FASBの討議資料に記されている30。 
                                                          
28 証券の収益率とリスクとの関係を分析するための評価モデル。以上 小川・鎌田([1991], 40頁)。 
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31 しかしながら、現在価値測定がこれからの会計の中心になるとは限らない。そこには欠点もあり、適用
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